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ネルギー軍単位C悦排出量 省 エネ製品開発など他者の温室効果ガス排出削茨への貫は グ リーン調達の採用、
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特定専菜者の

主たる業種

該当する事業
者要件

マ 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1,該当事業者 (大規模エネルギー使用事業者 (原油に換算して1.500キロリットル以上))

京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック又はバス100台以上/タ クシー150台以
上/鉄 道車両150両以上)
京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第4号該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出事業者 (二酸化炭素に換算して3,000トン
以上))

レ

計 画 期 店 平成 1 5年 4 月 ～  平 成 2 0 年 3月

基 本 方 針 本市は,平 成 17年 2月 16日 に発効した京都議定書誕生の都市として1市 民,事 業者等の参加と協勘により,環 境共生型都市の実現に向
け,環 境をあらゆる政策の基本として取り7dみ。以下のことを目的として温室効果ガス削減を図る。
①市内有数の大規模事業者として, 自らの事務及び事業に伴う温室効果ガス排出室の削減に努め,本 市の目指す削減目標及び我が目に課せら
れた削減目標の達成につなげる。
②率先した取laを進め,公 表することにより,市 民 事 業者の参加と協働による取組の推進を図る。
③事業者としての取組を推進することにより,本 市職員の地球温暖化問題に対する関心を向上させ,全 庁を挙げた地球温暖化対策の推進を図
る。

推 進 体 転 把球温暖4四 策なに基つく実行討国として半奴 18年 3月 に策定した 1京都市役フ
するため 平 成 17年 4月 に設置した市長力水都ことした細餓である 「京都市期球稀

,C02削
1麟イに対傑

1滅アクシ ョンプラン」を効果的 効 率的に推進
1推進水部 IF=ゆ 盗合的なtj球編際イレ対告力控

進し,ま た そ の下に設置した各局等の課長級で構成される 「率先実行検討部会」により,同 プランの着実を進行管理を図る。
また.各 局i区 役所 ・支所等ごとに環境管理実行部門を設置し, これに局等実行責任者,局 等事務局.職 場実行責任者,職 場実行副責任者
を配置し,各 所属における省エネルギー等の取組を推進する。
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置中申韓
年
体
及

年度 設備、対盛、工程等 箔 置 内 容

7～19 事務系部門 事務孫諄用で, 電気 静市メス 担畳幼案才ス排出生を3%Hl直 する。

7～18 事業系部F5
廊票窃処理事案では ご みり波主 リ サイクルをためことともに 境 般における名エネルヤーの徴態を国け ヨ 室妨案必 排出発を17 6%開 渡する
市壊連宮事案では 食 島の安全 安 どの確保を日りながら 市 母にお,4ぞ エネルギーの歓産を臼, H堂 幼策タス排出えを0 6%翻 茨す●。

17～19 市民サービス系部Ff
t底 サービス採部門では ,一 ビスのFrと等により温室力楽″メ排は最り増加が見込まれヽが 精 院専秦において 懐 寮サーrス のに下を招かない範囲でエネルイーの使用Hl携

ほ窪湯某身安霊喬閉最き盟録旨! 3 %働
茨する.ま た な 言関係 (字枝 国 )事 案では 字 取れ源化などttより 温 宮筋果才ス葬出登が増加する見込みであろが 可 能な駅ワ

ス
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邦嬢
血
の 排出区分

塁 時 十 笈 (夫 頼 ,

(16)年 度
(二酸化炭斉換算 (t))

日 保 千 反 訂ヽ 回 ノ

(19)年 度
〈二酸化炭素換算 (1))暉鉤∽

穣行牛慶 (実頼,
(18)年 度
〈二酸化炭素供算 (t)) 咋的∽A事 案所等排出区分 73,797 t 70,S53 t 43% 69 153 t -63 %

B輸 送車両排出区分 t t % t %

Cそ の他排出区分 191,632 t 159,252 t -169% 199,360 t 40 %

排出合計 1       265,429 t 2      229,905 t -134% 4                            268.513 t 12%
その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
目標年度 (計画) 報告年度 (実績)

取忍畳等 (二酸化炭斉換算 ( 取細量等 (二酸化炭秦換算 (t〕 )

☆全及び整備 建 袴面費 (吸収量) t 〈整備面積! (吸収量) t

府内産の本材の利用 (莉用量) mi (削減量) t 〈利用量) m】 (削減量) t

自然エネルギーを利用した
電力又は熱の供給

くた電量) く別残量) t (完電量) 【7h (削減D t

(熱供給重| 〈削減豊) t (熱被裕登 (削茨鋤 t

グリーン電力の購入 〈購入量) k711 〈削減量) (購入量) 〈削減的 t

削減量等合計 t t

差引排出量

(排出合計―削減等合拘

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 く許宮) 報告年度 (実績) 削減率 (実績)

1       2nS 42n t ●21‐く,0220,905    t 134  % ●。‐●9                        268.513 t 12%
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骨務告轡そZI普宮篭魯サ53;を軽83畠とと楊景断を縁ほ3,トン相当〉リサイクル率を95%以 上にする。
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